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青年農業者国内農業研修支援事業実施要領 

 
 

第１ 目的 

   この要領は、公益社団法人埼玉県農林公社（以下「公社」という。）が実施する

青年農業者育成事業実施規程（以下「規程」という。）の第３条に規定する埼玉県

農業の中核的な担い手として、地域の発展に活躍できる人材を育成するため、国

内の先進農家で研修を実施する者（以下第３及び第７以降において「研修生」と

いう。）に対する研修経費の助成について定めるものである。 

   事業の実施に当たっては、規程に定めるもののほか、この要領に定めるところ

による。 

 

第２ 事業内容 

助成金交付対象者及び事業内容等については別表１のとおりとする。 

 

第３ 助成 

   公社は、研修生に対し、予算の範囲内において別表１に定める助成対象経費に

ついて、同表に定める助成率の範囲内において助成をすることができるものとす

る。 

 

第４ 助成金交付申請書 

１ 本事業を活用して国内農業研修の実施を希望する者（以下第５までにおいて

「研修希望者」という。）は、研修実施前に住所地等の市町村長又は、所属する

農業協同組合長の推薦書（別紙１）及び関係書類を添えて様式１号により助成金

交付申請書を公社に提出するものとする。 

２ 研修希望者は、公社から審査等に必要な書類を求められた場合には、適宜提出

するものとする。 

 

第５ 助成金交付の諾否 

公社は、助成金交付申請書の内容を審査の上、助成金の交付・不交付を決定し、

様式２号により研修希望者に通知するものとする。 

 

第６ 研修の変更等 

 １ 助成金の交付の通知後に、申請書の記載事項に大きな変更や別表２の欄に掲げ

る重要な変更に該当する場合は、様式３号により助成金変更承認申請書を公社に

提出し、その指示を受けなければならない。 

２ 研修が研修計画の期間内に完了しない場合、または遂行が困難となった場合は

速やかに公社に報告しその指示を受けなければならない。 

 

第７ 決定の取り消し 

   研修生が研修を中止する場合及び研修期間の短縮により要件を満たさなくなっ

た場合、公社は助成金の交付の決定を取り消すことができるものとする。 
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第８ 研修報告 

   研修生は、研修完了後３０日以内又は、研修が完了する年度の２月末日のいず

れか早い時期までに実績報告書を様式４号により公社に提出するものとする。 

   なお、実績報告書には研修実施に関する領収書等証拠書類及び様式５号により

研修日誌を添付するものとする。 

  

第９ 助成金の支払い 

 １ 助成金の支払方法については、精算払いとする。 

２ 研修生は、助成金の支払いを受けようとするときは、本要領第８に規定する実

績報告書と併せて様式６号の助成金交付請求書により助成金の交付を請求する

ものとする。 

３ 公社は、当該報告書等の書類を審査の上、助成金を交付する。 

 

第 10 書類の保管等 

   研修生は、助成金交付申請書及び助成金交付請求書に写しを添付した証拠書類

の原本を、助成金の交付を受けた日の属する会計年度の翌会計年度から起算して

５年間保管しなければならない。 

 

第 11 書類の経由等 

   この要領に基づき、提出する書類の部数は正副２部とし、所管農林振興センタ

ーを経由しなければならない。 

 

第 12 暴力団排除に関する誓約 

   研修生は、別紙２記載の暴力団排除に関する誓約事項について助成金の交付申

請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものと

する。 

 

第 13 そ の 他 

   この要領に定めるものの他、この事業の実施につき必要な事項については、そ

の都度別途定める。 

 

   附  則 

  この要領は、令和７年４月１日から施行する。 
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別紙１ 

 

 

 

推 薦 書 

 

 

   青年農業者国内農業研修支援事業の助成金の交付対象者として、適当と 

認められるので、推薦します。 

 

 

       〔研修生〕                                          

          住     所                                              

          氏     名                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

推 薦 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和   年   月   日 

 

公益社団法人埼玉県農林公社 

 理事長 様 

 

                                                                     

                            推薦者  市 町 村 名                   

                

                   市町村長名            

                           

印 

 

 

  注)所属する農業協同組合長から推薦を受ける場合は、本様式に準じて推薦者（市町村名及び市町村長名）を農業協同組合名、農業協同組合長名に変更し推薦書 

を提出してください。 

 

 

 

 

 

 



 

 4

別紙２ 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

私（研修生）は、助成金の交付の申請をするに当たって、また、助成事業の実施期

間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓

約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっ

ても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平

成 23 年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であるとき。 
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

るとき。 
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難さ

れるべき関係を有しているとき。 
（５）助成事業を実施するに当たり、私が、第三者と委託契約及びその他の契約（以

下「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）ま

でのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められる

とき。 
（６）助成事業を実施するに当たり、私が、（１）から（４）までのいずれかに該当す

る第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、公社が

その者に対して当該委託契約等の解除を求め、その者がこれに従わなかったと認め

られるとき。 
 

 

   所在地：                             

 

   研修生氏名：                           

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第２関係） 

助成金交付対象者 事業内容及び助成対象経費 採択要件 助成率 

次に掲げる要件をすべて 

満たしている者 

１ 年齢が原則45歳未満の者 

 

２ 現在、埼玉県内で農業に

従事している者若しくは就

農が見込まれる者であり、

市町村長の推薦を受けた者

又は、県内の農業協同組合

で営農指導を担当してお

り、所属する農業協同組合

長が推薦する者で、研修後、

この研修の成果を自身の経

営や地域農業の発展に生か

すことができる者 

 

３ 研修に耐え得る体力及び

協調性を有する、心身とも

に健全な者 

 

１ 事業内容 

  国内の先進農家における農業研修（以降、「国内農業研

修」という。）を実施するために必要な経費を支援する。 

 

２ 助成対象経費 

国内農業研修に必要な経費のうち、交通費、宿泊費及び

傷害・賠償責任保険料として研修生以外の第三者に支払う

経費とする。 

  

（１）交通費 

   JRやバス等公共交通機関代金、高速道路利用料金、自

家用車の燃料費 など 

（２）宿泊費 

   賃貸住宅費用、ホテル・旅館代 など 

 

３ 対象経費の算出方法について 

（１）JRやバス等公共交通機関代金は、利用区間の乗降地等

を基に埼玉県農林公社旅費規程第４条に基づき、算出し

た費用を対象とする。 

（２）高速道路利用料金や高速バス利用代金、航空運賃等に

ついては、実費としてかかった経費を対象とする。 

（３）自家用車で旅行する場合は燃料費相当として、埼玉県

農林公社旅費規程第４条に基づき、１キロメートルにつ

き１８円とする。（路程に１キロメートル未満の端数があ

るときは、これを切り捨てる。） 

 

 次に掲げる要件をすべて満たしているこ

と。ただし、予算の範囲内での採択とする。 

 

１ 期間が、１週間以上１年程度で宿泊を伴

う国内農業研修であること。 

 （研修期間の下限は、概ね連続した１週間

とする。） 

 

２ 場所、内容等が、事前に確認できる国内

農業研修であること。 

 

３ 国内農業研修に係る経費（交通費、宿泊

費及び傷害・賠償責任保険料）の使途、内訳

等が確認できること。 

 

４ 研修者は研修期間中、公社が定める傷害・

賠償責任保険に加入すること。加入手続き

は公社が行う。 

 

５ 住所地（就農が見込まれる者については

就農予定地）の市町村長の推薦又は、所属

する農業協同組合長の推薦を受け、推薦書

（別紙１）を公社へ提出すること。 

  

 

研修生１名に

つき１農業研

修当たり助成

対象経費の 

２分の１又は

30万円のいず

れか低い額 

 

 
 
 
 



別表２（第７関係） 

区分 重要な変更 

青年農業者国内農業研修支援事業 

１ 事業の変更又は中止 

 

２ 事業費の３０％を超える増又は助成金の増 

 

３ 事業費又は助成金の３０％を超える減 
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様式１号（第４関係） 

 

   令和  年度青年農業者国内農業研修支援事業費助成金交付申請書 

 

令和  年  月  日  

 

（あて先） 

 公益社団法人埼玉県農林公社 理事長 様 

 

 

                     （申請者）氏名：          

 

 私は、国内の先進農家での農業研修を実施するに当たり、令和  年度青年農業者

国内農業研修支援事業費助成金の交付を受けたいので、青年農業者国内農業研修支援

事業実施要領第４の１の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 助成金交付申請額  金       円 

 

２ 研修希望者の概要 

（１）氏名 (フリガナ) 

 

（２）住所 

 

（３）連絡先 

   電話番号： 

   E-mail ： 

 

（４）年齢（   歳）※助成金交付申請時点 

 

（５）健康状態 

   良好 ・ 不良 

   ※持病等があっても、研修に支障が無いと判断される場合は、良好に○を記入 

 

（６）農業経営概要 

  ア 農家 ・ 就農見込み （いずれかに○を記入） 

 

  イ 主な作目（家畜を含む）※就農見込みの場合は、予定作目を記入 

     

     

     

  ウ 就農予定地 ※就農見込みの者のみ就農予定の市町村名（大字まで）を記入 
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３ 研修計画 

（１）国内農業研修予定期間 

   令和 年 月 日～ 令和 年 月 日 

 

（２）研修受入先概要 

  ア 研修先名 

     

イ 所在地 

     

  ウ 経営作目 

     

     

  エ 経営規模 

     

     

  オ 事業内容 

     

     

  カ 研修担当者名 

     

  キ 連絡先 

    電話番号： 

 

（３）研修の目的 

 

 

 

 

 

（４）研修の内容、日程 

実施時期 研修内容 備考 

   

   

   

※ 必要な場合は、行を追加する。 

 

 

（５）期待される効果 
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４ 経費の配分 

（単位 円） 

事業区分 
研修に 

要する経費 

負担区分 

備考 
公社助成金 自己負担 

その他 

（補助金など） 

(１)宿泊費      

(２)交通費      

(３)傷害・賠償

責任保険料 

     

(４)その他      

計      

 

 

５ 研修完了予定年月日 

  令和  年  月  日 

 

 

６ 添付資料 

（１）研修受入先の概要が分かる資料 

（２）研修先への経路及び交通費の根拠となる資料（高速道路の利用区間の乗降地が

分かる資料、高速バス・航空運賃等の料金が分かる資料等） 

（３）宿泊費の根拠となる資料（賃貸借住宅等の賃貸借契約の内容・費用が分かる書

類等の写しやホテル等の宿泊プラン・金額が分かる資料） 

（４）傷害・賠償責任保険料の根拠となる資料 

（５）市町村長又は、所属する農業協同組合長の推薦書 
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様式２号（第５関係） 

 

 令和  年度青年農業者国内農業研修支援事業費助成金交付（不交付）決定通知書 

 

埼農林公第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 （申請者）       様 

 

公益社団法人埼玉県農林公社  

理事長            

（公 印 省 略）  

 

 

   令和 年 月 日付けで申請のあった令和  年度青年農業者国内農業研修 

  支援事業費助成金については、下記のとおり交付（不交付）することに決定した

ので通知する。 

 

記 

 

１ 研修の内容 

  この助成金の交付の対象となる研修の内容は、申請書に記載されたとおりとする。 

 

 

２ 助成金の額  金       円 

 

 

３ 支払方法 

  精算払いとする。 

 

 

４ 経費の配分 

  経費の配分については、申請書に記載されたとおりとする。 

 

 

５ 交付条件 

（１）助成金交付決定後に、申請書の記載事項に大きな変更や実施要領別表２の欄に

掲げる重要な変更に該当する場合は、様式３号により助成金変更承認申請書を公

社に提出し、その指示を受けること。 

（２）研修が予定の期間内に完了しない場合または遂行が困難となった場合は速やか

に公社に報告し、その指示を受けること。 
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様式３号（第６関係） 

令和  年  月  日  

 

  令和  年度青年農業者国内農業研修支援事業費助成金変更（中止）承認申請書 

 

 

（あて先） 

 公益社団法人埼玉県農林公社 理事長 様 

 

 

（申請者）氏名：           

 

 

 令和 年  月  日付け埼農林公第   号で助成金の交付決定の通知を受けた

令和  年度青年農業者国内農業研修支援事業費助成金について、下記のとおり変更

（中止）の承認を受けたいので申請いたします。 

 

 

記 

 

１ 変更（中止）の理由 

 

 

 

 

 

２ 変更の内容 

（１）記載要領は、様式１号に準ずるものとする。この場合、様式１号の変更部分を

二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。 

（２）助成金額が増額する場合は、件名を「令和 年度青年農業者国内農業研修支援事

業費助成金の変更承認及び追加交付申請書」とし、本文中の「下記のとおり変更

（中止）の承認を受けたいので申請します。」を「下記のとおり変更の承認及び助

成金○〇〇円の追加交付を受けたいので申請します。」とすること。 
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様式４号（第８関係） 

 

   令和  年度青年農業者国内農業研修支援事業費助成金実績報告書 

 

令和  年  月  日 

（あて先） 

 公益社団法人埼玉県農林公社 理事長 様 

 

 
                  （申請者）氏名：             
 

                       住所：             

 

 令和  年  月  日付け埼農林公第   号で助成金の交付決定の通知を受け

た令和  年度青年農業者国内農業研修が完了したので、青年農業者国内農業研修支

援事業実施要領第８の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 助成金交付決定額  金       円 

 

２ 助成金精算額    金       円 

 

３ 研修の成果 

（１）研修受入先名 

 

 

（２）研修期間 

   令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 

 

（３）研修の内容、日程の概要 

実施時期 研修内容 備考 

   

   

  ※ 必要な場合は、行を追加する。詳細は別添の研修日誌を参照。 

 

（４）研修で得られた効果 

 

 

 

（５）研修完了後の計画 
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４ 経費の配分 

（単位 円） 

事業区分 
研修に 

要した経費 

負担区分 

備考 
公社助成金 自己負担 

その他 

（補助金など） 

(１)宿泊費      

(２)交通費      

(３)傷害・賠償

責任保険料 

     

(４)その他      

計      

※申請額と異なる場合は、変更前の額を上段（）内に記載し、実績額をその下段に 

記載する。 

 

 

５ 研修完了年月日   令和  年  月  日 

 

 

６ 添付資料 

（１）研修に係る経費（交通費、宿泊費及び傷害・賠償責任保険料）に関する領収書

等証拠書類の写し 

（２）農業研修受入先での研修状況が分かる日誌（様式５号） 
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様式５号（第８関係） 

研修日誌 

 

研修者氏名： 

※１ 休日等研修を行わなかった場合はその旨を記載する。 

※２ 研修日数に応じて必要分を作成する。 

日付 時間 研修内容 

 

 

月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修受入先 

確認署名 
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様式６号（第９関係） 

 

令和  年  月  日 

 

 

   令和  年度青年農業者国内農業研修支援事業費助成金交付請求書 

 

（あて先） 

 公益社団法人埼玉県農林公社 理事長 様 

 
 
                  （申請者）氏名：             
 

                       住所：             

 

令和  年  月  日付け埼農林公第   号で助成金の交付決定の通知を受
けた令和  年度青年農業者国内農業研修支援事業費助成金について、下記のとおり
請求いたします。 

 
記 

 
１ 請 求 金 額  金       円 
 
 
２ 助成金振込先 

 

振込先金融機関 

（金融機関名・本支店名） 

  

 

 

口 座 番 号 等 

(どちらかを○で囲む) 

 普通 ・ 当座 

 

口座番号  

フ リ ガ ナ 

名  義  人 

 

 

 

住     所 

 

 

電 話 番 号 

 

 

 

※ 振込先通帳の写しを添付 

 


